
調 査 結 果 の 概 要

当調査結果から平成２３年度の企業動向をみると，売上高に
ついては，製造業，非製造業ともに減収となった。経常利益
については，製造業では減益となり，非製造業では増益と
なった。また，設備投資については，製造業では減少とな
り，非製造業では増加となった。在庫投資については，製造
業，非製造業ともに増加となった。
なお，経常利益，剰余金の配当及び設備投資については，
金融業、保険業及び全産業（金融業、保険業を含む）の計数
も示している。
（注）ここでいう「全産業」及び「非製造業」は「金融業、
保険業」を除く。また，「全産業」「非製造業」「金融業、保
険業」「全産業（金融業、保険業を含む）」は，郵政５社を含
む。

１． 収 益 の 状 況

⑴ 売上高（第１表）

全産業の売上高は１，３８１兆４６９億円で，前年度（１，３８５兆
７，４２６億円）を４兆６，９５７億円下回り，対前年度増加率（以下
「増加率」という）は△０．３％（前年度１．３％）となった。
業種別の増加率をみると，製造業では，石油・石炭，食料
品，金属製品などで増収となったものの，電気機械，情報通
信機械，業務用機械で減収となったことから，製造業全体で
は△０．３％（同５．８％）となった。
一方，非製造業では，運輸業、郵便業，電気業，などで増
収となったものの，情報通信業，卸売業、小売業，建設業な
どで減収となったことから，非製造業全体では△０．４％（同
△０．４％）となった。

⑵ 経常利益（第１表，第２表）

全産業の経常利益は４５兆２，７４８億円で，前年度（４３兆７，２７５
億円）を１兆５，４７３億円上回り，増加率は３．５％（前年度
３６．１％）となった。
業種別の増加率をみると，製造業では，化学，生産用機
械，食料品などで増益となったものの，情報通信機械，電気
機械，輸送用機械などで減益となったことから，製造業全体
では△６．１％（同７３．５％）となった。
一方，非製造業では，電気業，情報通信業，建設業などで
減益となったものの，卸売業、小売業，サービス業，運輸
業、郵便業などで増益となったことから，非製造業全体では
９．０％（同２１．３％）となった。
また，全産業（金融業、保険業を含む）の経常利益は５４兆

2６８億円となり，金融業、保険業の経常利益は８兆７，５２１億円
となった。

⑶ 売上高利益率（第１図，第２図）

全産業の売上高営業利益率は２．８％（前年度２．８％）となり，
売上高経常利益率は３．３％（同３．２％）となった。
売上高営業利益率を業種別でみると，製造業では２．８％（同

３．２％）となり，非製造業では２．８％（同２．７％）となった。
売上高経常利益率を業種別でみると，製造業では３．７％（同

３．９％）となり，非製造業では３．１％（同２．８％）となった。

２． 剰余金の配当（第３表）

全産業の当期純利益は１９兆１，３８９億円で，前年度（１８兆
６，８６４億円）を４，５２５億円上回った。
また，全産業（金融業、保険業を含む）の当期純利益は２２

兆８，６６２億円となり，金融業、保険業の当期純利益は３兆
７，２７３億円となった。

３． 付加価値等（第３図，第４図）

全産業の付加価値は２７５兆１，３４３億円で，前年度（２７１兆
９，１７５億円）を３兆２，１６８億円上回った（増加率１．２％）。
また，全産業の付加価値率は１９．９％（前年度１９．６％）とな
り，全産業の労働生産性は６６８万円（同６７１万円）となった。

４． 投 資 の 状 況

⑴ 設備投資（第４表，第５図，参考表）
全産業の設備投資額は３３兆３，１６５億円であり，前年度（３３
兆８０２億円）２，３６３億円上回り，増加率は０．７％（前年度△
０．２％）となった。
業種別の増加率をみると，製造業では，食料品，電気機

械，生産用機械などで増加したものの，情報通信機械，業務
用機械，石油・石炭などで減少したことから，製造業全体で
は△０．１％（同４．７％）となった。一方，非製造業では，卸売
業、小売業，物品賃貸業，情報通信業などで減少したもの
の，サービス業，不動産業，運輸業、郵便業，などで増加し
たことから，非製造業全体では１．１％（同△２．５％）となった。
また，全産業（金融業、保険業を含む）の設備投資額は３４

兆７，８１５億円となり，金融業、保険業の設備投資額は１兆
４，６５０億円となった。
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⑵ 在庫投資（第５表）
全産業の在庫投資額は３兆８，８０６億円であり，前年度
（６，１８４億円）に比べ３兆２，６２２億円増加した。
業種別にみると，製造業では，前年度と比べ，情報通信機
械，電気機械，鉄鋼業などで減少したものの，石油・石炭，
生産用機械，業務用機械などで増加したことから，在庫投資
額は２兆１，９６５億円となった。非製造業では，前年度と比べ，
卸売業、小売業などで増加したことから，在庫投資額は１兆
６，８４０億円となった。
全産業の在庫率は７．６％で，前年度（７．４％）を０．２ポイン
ト上回った。

５． 自己資本比率（第６表）

全産業の自己資本比率は３４．９％となり，前年度より０．７ポ
イント下降した。
業種別にみると，製造業，非製造業ともに前年度を下回っ
た。
資本金階層別にみると，１，０００万円未満の階層では前年度

を上回ったが，他の階層においては前年度を下回った。
また，全産業（金融業、保険業を含む）の自己資本比率は

１７．７％となり，金融業、保険業の自己資本比率は５．４％と
なった。

６． 資 金 事 情

⑴ 資金調達（第７表，第６図の１）
全産業の資金調達は５５兆９２２億円となり，前年度（４４兆

２，４４５億円）を１０兆８，４７７億円上回った。
項目別にみると，外部調達は，社債が減少したものの，借
入金，増資が増加したため，調達額は△６兆４，６３５億円とな
り，前年度（△１７兆９，８２１億円）を１１兆５，１８６億円上回った。
一方，内部調達は，減価償却が減少したものの，内部留保
が増加したため，調達額は６１兆５，５５７億円となり，前年度（６２
兆２，２６６億円）を６，７０９億円下回った。
⑵ 資金運用状況（第７表，第６図の２）
全産業の資金需要は４３兆４，３９２億円となり，前年度（３３兆

７，５３９億円）を９兆６，８０３億円上回った。
項目別にみると，固定資産投資が１，１７４億円上回ったとと
もに，運転資金が９兆５，６０９億円上回ったため，資金需要は
２年連続増加した。
一方，資金運用は１１兆６，５８１億円となり，前年度（１０兆

４，９０６億円）を１兆１，６７５億円上回った。
項目別にみると，現金・預金が減少したものの，有価証

券，その他の投資が増加したため，運用額は１年ぶりに増加
した。
⑶ 手元流動性（第７図）
全産業の手元流動性は１３．４％であり，前年度（１３．３％）を

０．１ポイント上回った。業種別にみると，製造業は前年度
（１３．５％）を０．５ポイント下回る１３．０％であり，非製造業は
前年度（１３．２％）を０．４ポイント上回る１３．６％となった。

７． そ の 他（第８表）

調査結果の計数については，平成２１年度年次別調査から郵
政５社を含んだ計数となっている。参考のため，平成２０年度
の郵政５社を含む売上高・経常利益・設備投資を記載した。
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第１表 売 上 高， 経 常 利 益 等
（単位：億円，％）

第２表 経 常 利 益 の 推 移
（単位：億円，％）

項 目
区 分

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

増 加 率 増 加 率 増 加 率
全 産 業 １３，８１０，４６９ △０．３ ３８９，６５４ △０．３ ４５２，７４８ ３．５

製 造 業 ４，０２０，９１７ △０．３ １１１，３１８ △１２．８ １４８，５０８ △６．１

食 料 品 ５０７，８００ ７．０ １５，７０６ １８．８ １７，２２４ １８．２

化 学 ３８７，４８３ １．４ ２７，９８５ △１．９ ３４，４５２ １３．５

石 油 ・ 石 炭 ２０１，３４６ ２４．１ ５，２２９ ７１．７ ５，５１７ ６５．４

鉄 鋼 業 １８０，５９８ △０．８ ２，３００ △５４．５ ３，１２７ △４１．０

金 属 製 品 １９７，６０８ ７．７ ４，７７７ １１．６ ６，４２０ １５．６

は ん 用 機 械 ５６，９５７ １２．２ ２，２０８ ２５．８ ２，７０４ ３３．１

生 産 用 機 械 ２１４，０７４ ３．８ ９，３２４ ３９．７ １１，２９４ ４０．６

業 務 用 機 械 １３３，５４９ △８．３ ７，４５６ ３．０ ９，１１４ １．０

電 気 機 械 ２９６，６４５ △１４．７ ７，４０４ △２８．０ １１，０１６ △２６．１

情 報 通 信 機 械 ３３０，０８２ △４．６ １，４４７ △７８．６ ３，３３８ △６３．７

輸 送 用 機 械 ６２１，１５８ △１．３ ６，７１４ △３３．９ １７，９０１ △１７．３

非 製 造 業 ９，７８９，５５２ △０．４ ２７８，３３６ ５．８ ３０４，２３９ ９．０

建 設 業 １，０９４，５３３ △１．７ １５，２２９ △３．９ １７，３１５ △４．５

卸 売 業、 小 売 業 ５，１１３，９５３ △０．７ ８２，９９５ ４７．９ １０２，８８６ ３２．４

不 動 産 業 ３５７，１２４ △２．５ ４１，８４８ △５．５ ３３，０８０ △０．５

物 品 賃 貸 業 １３５，７３４ △４．１ ９，０５１ ２４．４ ９，３２２ １８．４

情 報 通 信 業 ５４６，８３７ △６．５ ３９，８９７ △５．３ ４２，３１８ △３．６

運 輸 業、 郵 便 業 ６３１，１５２ １０．２ ２１，８６４ ２．８ ２１，３０３ ８．１

電 気 業 １８１，５１５ １．５ △８，０２４ △１６２．７ △１０，９５７ △２１３．９

サ ー ビ ス 業 １，６０４，１６３ △０．２ ６４，８５１ ２０．２ ７５，３３８ ３１．１

年 度
区 分

19 20 21 ２２ ２３

増加率 増加率 増加率 増加率 増加率

全 産 業 ５３４，８９３ △１．６ ３５４，６２３ △３３．７ ３２１，１８８ △９．４ ４３７，２７５ ３６．１ ４５２，７４８ ３．５

製 造 業 ２３８，９０３ ０．４ １０１，８４４ △５７．４ ９１，１０２ △１０．５ １５８，０８３ ７３．５ １４８，５０８ △６．１

非 製 造 業 ２９５，９９０ △３．２ ２５２，７７９ △１４．６ ２３０，０８６ △９．０ ２７９，１９２ ２１．３ ３０４，２３９ ９．０

全産業（金融業、保険業を含む） － － ３１８，７８８ － ３８０，３６５ １９．３ ５０７，７４５ ３３．５ ５４０，２６８ ６．４
金 融 業、 保 険 業 － － △３５，８３５ － ５９，１７８ ＊ ７０，４６９ １９．１ ８７，５２１ ２４．２
銀 行 業 － － △２６，１３５ － ３５，６７１ ＊ ４６，０５４ ２９．１ ５２，０３９ １３．０
貸 金 業 等 － － △２，３３７ － △２，２５２ ＊ △２９８ ＊ ８，４１５ ＊
金 融 商 品 取 引 業 － － △２，０６０ － ３，２２６ ＊ ６８２ △７８．９ ２，２８２ ２３４．６
そ の 他 の 金 商 － － ２，６９６ － ７６２ △７１．７ ２，９０７ ２８１．２ ８９ △９６．９
保 険 業 （ 集 約 ） － － △９，１９４ － ２０，４３４ ＊ １９，８４３ △２．９ ２３，３１９ １７．５
生 命 保 険 業 － － △６，６１０ － １６，９０１ ＊ １７，５４２ ３．８ ２２，５１５ ２８．４
損 害 保 険 業 － － △２，５８４ － ３，５３３ ＊ ２，３０１ △３４．９ ８０４ △６５．１
そ の 他 の 保 険 業 － － １，１９５ － １，３３６ １１．７ １，２８２ △４．０ １，３７７ ７．４

（注）１． 全産業及び非製造業には金融業、保険業は含まれていない。
２． 平成21年度次別調査から，日本郵政㈱，郵便事業㈱，郵便局㈱を含んだ計数となっている。

（注）１． 平成２１年度調査から，郵政５社及び㈱商工組合中央金庫を含んだ計数となっている。
２． ＊印は前年度の経常利益が負数のため算出できないものである。
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第３表 剰 余 金 の 配 当 の 推 移
（単位：億円，％）

年 度
区 分

19 20 21 ２２ ２３

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比
全 産 業
当 期 純 利 益 ２５３，７２８ １００．０ ７３，９０９ １００．０ ９２，２３９ １００．０ １８６，８６４ １００．０ １９１，３８９ １００．０

配 当 金 １４０，３９０ ５５．３ １２２，０９８ １６５．２ １２２，８５１ １３３．２ １０３，５７４ ５５．４ １１９，００５ ６２．２

内 部 留 保 １１３，３３８ ４４．７ △４８，１８９ △６５．２ △３０，６１１ △３３．２ ８３，２９０ ４４．６ ７２，３８４ ３７．８

全産業（金融業、保険業を含む）
当 期 純 利 益 － － ２８，１２０ １００．０ １２３，１９７ １００．０ ２２０，９４２ １００．０ ２２８，６６２ １００．０

配 当 金 － － １３８，５７０ ４９２．８ １４８，８２６ １２０．８ １２６，１７７ ５７．１ １４４，９７３ ６３．４

内 部 留 保 － － △１１０，４５０ △３９２．８ △２５，６２９ △２０．８ ９４，７６５ ４２．９ ８３，６８９ ３６．６

金 融 業、 保 険 業
当 期 純 利 益 － － △４５，７８９ １００．０ ３０，９５８ １００．０ ３４，０７８ １００．０ ３７，２７３ １００．０

配 当 金 － － １６，４７２ △３６．０ ２５，９７５ ８３．９ ２２，６０３ ６６．３ ２５，９６８ ６９．７

内 部 留 保 － － △６２，２６１ １３６．０ ４，９８２ １６．１ １１，４７５ ３３．７ １１，３０５ ３０．３

第１図 売上高経常利益率等の推移（業種別） 第２図 売上高経常利益率の推移（全産業：資本金階層別）

（注）１. 当期純利益＝経常利益＋特別利益－特別損失－法人税，住民税及び事業税－法人税等調整額
２. 内部留保＝当期純利益－配当金
３. 平成21年度調査から，郵政５社及び㈱商工組合中央金庫を含んだ計数となっている。
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第３図 付加価値の推移（全産業：構成比） 第４図 付加価値関連比率の推移（全産業）

（注）１． 付加価値率＝付加価値額売上高 ×１００

２． 従業員１人当たり付加価値額（労働生産性）＝付加価値額従業員数
３． 労働装備率

＝有形固定資産（建設仮勘定を除く）（期首・期末平均）従業員数
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第４表 設 備 投 資 の 推 移
（単位：億円，％）

年 度
区 分

21 22 23

増 加 率 増 加 率 増 加 率
全 産 業 ３３１，３６６ ２０．５ ３３０，８０２ △０．２ ３３３，１６５ ０．７

（３３１，２５９） （１８．７） （３３２，６３３） （０．４） （３３２，６９０） （０．０）

製 造 業 １０７，６０３ △３２．８ １１２，６６７ ４．７ １１２，５６５ △０．１

（１０８，９２７） （△３１．８） （１１２，７１９） （３．５） （１１２，８４６） （０．１）

食 料 品 ９，２９２ △１５．７ ９，４６３ １．８ １１，５４８ ２２．０

化 学 １３，１４７ △３２．９ １３，０２９ △０．９ １４，５７２ １１．８

石 油 ・ 石 炭 ３，６８５ △１．２ １，２４１ △６６．３ ９４１ △２４．２

鉄 鋼 業 １０，５６２ △６．３ ８，０８７ △２３．４ ８，９８１ １１．１

金 属 製 品 ７，３０２ △６．７ ５，４３１ △２５．６ ５，２２９ △３．７

は ん 用 機 械 １，８６４ － ７５１ △５９．７ １，０８８ ４４．８

生 産 用 機 械 ４，３３６ － ４，５７５ ５．５ ６，３７０ ３９．３

業 務 用 機 械 ３，６９１ － ４，１０６ １１．２ ３，５５９ △１３．３

電 気 機 械 ８，７２９ △４９．４ ９，７０６ １１．２ １１，６２９ １９．８

情 報 通 信 機 械 ６，６９９ △４２．９ １４，４８０ １１６．２ １１，７１１ △１９．１

輸 送 用 機 械 １３，３５２ △５０．６ １４，０１２ ４．９ １４，１１０ ０．７

非 製 造 業 ２２３，７６３ ９４．６ ２１８，１３４ △２．５ ２２０，６００ １．１

（２２２，３３２） （８６．３） （２１９，９１３） （△１．１） （２１９，８４４） （△０．０）

建 設 業 １３，３６５ △１１．４ １０，２７５ △２３．１ １１，９９４ １６．７

卸 売 業、 小 売 業 ３９，７９０ △１４．５ ４２，９４５ ７．９ ３６，３１２ △１５．４

不 動 産 業 ２３，４２６ １６．４ １９，２５８ △１７．８ ２５，４３８ ３２．１

物 品 賃 貸 業 ８，６０１ ＊ １６，４１８ ９０．９ １１，１３２ △３２．２

情 報 通 信 業 ４１，７４３ △０．６ ３９，８７３ △４．５ ３７，３３３ △６．４

運 輸 業、 郵 便 業 ２９，１１９ △８．２ ２６，６４６ △８．５ ２９，３６５ １０．２

電 気 業 １８，８８１ △３．５ ２２，１８３ １７．５ ２０，５１４ △７．５

サ ー ビ ス 業 ４１，７８３ ＊ ３３，２８４ △２０．３ ４１，４４７ ２４．５

全産業（金融業、保険業を含む） ３５１，８０６ ２３．５ ３４６，５２３ △１．５ ３４７，８１５ ０．４

（３５０，３２２） （２２．１） （３４８，１８６） （△０．６） （３４７，２２５） （△０．３）

金 融 業、 保 険 業 ２０，４３９ １０８．５ １５，７２１ △２３．１ １４，６５０ △６．８

（１９，０６３） （１４２．４） （１５，５５４） （△１８．４） （１４，５３５） （△６．５）

銀 行 業 １５，５６１ ４６．７ ９，３１７ △４０．１ ８，９７０ △３．７

貸 金 業 等 △１，８２２ ＊ １，１７５ ＊ ８３８ △２８．７

金 融 商 品 取 引 業 １，７８７ △４．８ ９２７ △４８．１ ８２４ △１１．１

そ の 他 の 金 商 １，４０３ ４６．４ ４４９ △６８．０ ２７２ △３９．４

保 険 業 （ 集 約 ） ３，３２４ １．６ ３，６０１ ８．３ ３，３７５ △６．３

生 命 保 険 業 ２，６６０ ２．８ ２，５６４ △３．６ ２，６８５ ４．８

損 害 保 険 業 ６６５ △３．１ １，０３７ ５６．１ ６９０ △３３．５

そ の 他 の 保 険 業 １８５ △６０．１ ２５２ ３６．３ ３７１ ４６．９

（注）１． 設備投資＝調査対象年度中の有形固定資産（土地を除く）増減額＋ソフトウェア増減額＋減価償却費＋特別減価償却費
２． ＊印は前年度の設備投資が負数のため算出できないものである。
３． （ ）書きは，ソフトウェア増減額を除いたものである。
４． 平成２１年度調査から，郵政５社及び㈱商工組合中央金庫を含んだ計数となっている。
５． 平成２１年度調査以降は，「物品賃貸業」は含まれていないが，「宿泊、飲食サービス業」が含まれている。
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「リース取引に関する会計基準」の改正（注）以前は，ファ
イナンス・リースにおけるリース物件については，貸し手側
では固定資産として計上され，借り手側ではオフバランス処
理されることが多かったが，同基準の改正により，貸し手側
では流動資産に計上され，借り手側では固定資産に計上され
ることとなった。
年次別法人企業統計調査では，調査対象年度中の有形固定
資産（土地を除く）増減額及びソフトウェア増減額に減価償
却費及び特別減価償却費を加算したものを設備投資として
扱っているため，今回の設備投資の計数には，上記会計基準
の改正も影響していると考えられる。なお，全産業から貸し
手側であるリース業を除いた計数は参考表のとおりである。

（参考表）設備投資の推移
（単位：億円，％）

年 度
区 分

２１ ２２ ２３

全 産 業 △１１１，８７１ ６，１８４ ３８，８０６

製 品 ・ 商 品 △４７，９９２ △８，７６３ ２２，４６４

仕 掛 品 △４９，３６７ ４，７８４ ５，８５１

原 材 料 ・ 貯 蔵 品 △１４，５１２ １０，１６３ １０，４９１

製 造 業 △５０，５６８ １５，６０８ ２１，９６５

石 油 ・ 石 炭 ２，３６３ ２，６２９ ４，６９３

鉄 鋼 業 △７，２８６ ３，２００ ２，０２０

は ん 用 機 械 △１，３４７ ３７６ １７２

生 産 用 機 械 △６，１１５ △４６４ ３１３

業 務 用 機 械 △２，８５８ ５９２ ９３１

電 気 機 械 △３，４８０ ２，６６９ １，２８８

情 報 通 信 機 械 △３，０３７ ２，５０４ ８２７

非 製 造 業 △６１，３０３ △９，４２４ １６，８４０

建 設 業 △２４，４１１ △１１，３６９ △６２６

卸 売 業、 小 売 業 △１６，０３５ ３０６ １６，００５

不 動 産 業 △１４，６７０ △３，８９４ △３，７６３

在 庫 率 ８．２ ７．４ ７．６

年 度
区 分

19 20 21 ２２ ２３

増加率 増加率 増加率 増加率 増加率
全 産 業 ３８３，１０７ １．０ ３７９，５７１ △０．９ ３２６，６９３ △１３．９ ３１９，８５２ △２．１ ３２７，６１９ ２．４

（ リ ー ス 業 を 除 く ）
非 製 造 業 ２０６，７２８ △６．６ ２１９，５２２ ６．２ ２１９，０９０ △０．２ ２０７，１８５ △５．４ ２１５．０５４ ３．８

（ リ ー ス 業 を 除 く ）
リ ー ス 業 ６２，７０３ ０．８ △１０４，６０３ △２６６．８ ４，６７３ ＊ １０，９４９ １３４．３ ５，５４６ △４９．３

資 本 金 別
（ リ ー ス 業 を 除 く ）
１０ 億 円 以 上 ２２２，６２６ ６．８ ２１３，９９６ △３．９ １６９，０８０ △２１．０ １８３，７９１ ８．７ １８０，３１７ △１．９
１ 億 円 ～ １０ 億 円 ４７，３１６ △２２．９ ４７，５２９ ０．５ ４２，０５８ △１１．５ ４０，６２２ △３．４ ４０，１６９ △１．１
１，０００ 万 円 ～ １ 億 円 ９０，８００ ７．３ ９０，６６１ △０．２ ９５，７４４ ５．６ ７８，７７９ △１７．７ ８３，１１４ ５．５
１，０００ 万 円 未 満 ２２，３６５ △９．６ ２７，３８４ ２２．４ １９，８１２ △２７．７ １６，６６１ △１５．９ ２４，０２０ ４４．２

第５図 設備投資（対前年度増加率） 第５表 在 庫 投 資 の 推 移
（単位：億円，％）

（注）１． 在庫投資＝調査対象年度中の棚卸資産増減額
２． 在庫率＝（棚卸資産（期末）／売上高）×１００
３． 全産業及び非製造業には金融業、保険業は含まれていな
い。

４． 平成２１年度年次別調査から，日本郵政㈱，郵便事業㈱，郵
便局㈱を含んだ計数となっている。

�
�
�
�

（注）改正後（新）「リース取引に関する会計基準」の適用時期は，�
�
�
�

平成２０年４月１日以後開始する事業年度より適用。ただし，平成１９
年４月１日以後開始する事業年度から適用することができる。

（注）１． 設備投資＝調査対象年度中の有形固定資産（土地を除く）増減額＋ソフトウェア増減額＋減価償却費＋特別減価償却費
２． 平成21年度年次別調査から，日本郵政㈱，郵便事業㈱，郵便局㈱を含んだ計数となっている。
３． ＊印は前年度の設備投資が負数のため算出できないものである。.
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第６表 自 己 資 本 比 率 の 推 移
（単位：％）

年 度
区 分 19 20 21 22 23

全 産 業 ３３．５ ３３．９ ３４．５ ３５．６ ３４．９

製 造 業 ４３．８ ４２．３ ４３．７ ４４．３ ４３．２

非 製 造 業 ２８．５ ３０．４ ３０．６ ３２．０ ３１．６

資 本 金

１０ 億 円 以 上 ３９．３ ４０．８ ４２．４ ４２．８ ４２．２

１億円以上１０億円未満 ３１．５ ３２．９ ３４．９ ３４．８ ３４．５

１，０００万円以上１億円未満 ２９．６ ２９．６ ２７．８ ３１．８ ３０．７

１，０００ 万 円 未 満 １１．５ １１．４ ９．６ ５．７ ７．６

年 度
区 分 19 20 21 22 23

全産業（金融業、保険業を含む） － １８．１ １７．４ １７．７ １７．７

金 融 業、 保 険 業 － ４．５ ５．４ ５．０ ５．４

全産業（金融業、保険業を含む）
資 本 金
１０ 億 円 以 上 － １５．４ １５．１ １５．１ １５．２

１億円以上１０億円未満 － ２７．１ ２８．９ ２９．１ ２８．９

１，０００万円以上１億円未満 － ２８．０ ２７．０ ３０．１ ２９．４

１，０００ 万 円 未 満 － １０．１ ６．６ ４．８ ８．０

金 融 業、 保 険 業
資 本 金
１０ 億 円 以 上 － ４．３ ４．９ ４．８ ５．１

１億円以上１０億円未満 － ８．３ ８．９ ９．２ ９．１

１，０００万円以上１億円未満 － ８．４ ２０．８ ９．６ １２．３

１，０００ 万 円 未 満 － ２．１ ０．２ １．８ １１．２

（注）１． 自己資本比率＝｛（純資産－新株予約権）／総資本｝×100
２． 平成21年度調査から，郵政５社及び㈱商工組合中央金庫を含んだ計数となっている。
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第７表 資 金 需 給 状 況（全産業）
（単位：億円，％）

年 度
区 分

２０ ２１ ２２ ２３

増加率 増加率 増加率 増加率

資

金

調

達

外 部 調 達 １２６，０４７ ＊ △６５，６５５ △１５２．１ △１７９，８２１ ＊ △６４，６３５ ＊

増 資 △４０，７３８ ＊ △３６，５５７ ＊ △７８，６９８ ＊ △６７，７１８ ＊

社 債 ６，０８２ ７３３．４ １５，２３５ １５０．５ ６，９８２ △５４．２ △２８，３２９ △５０５．８

借 入 金 １６０，７０３ １３４．８ △４４，３３３ △１２７．６ △１０８，１０４ ＊ ３１，４１２ ＊

長 期 ８９，９２３ ２３，３８６．０ ６０，３６４ △３２．９ △７２，１８０ △２１９．６ ２９，９８０ ＊

短 期 ７０，７８０ ４．０ △１０４，６９６ △２４７．９ △３５，９２４ ＊ １，４３２ ＊

内 部 調 達 ２４９，４７９ △５６．５ ５０８，９３８ １０４．０ ６２２，２６６ ２２．３ ６１５，５５７ △１．１

内 部 留 保 △１８８，００６ △２４５．１ １０３，９３２ ＊ ２３１，５４２ １２２．８ ２３９，０３０ ３．２

減 価 償 却 ４３７，４８５ △１．６ ４０５，００６ △７．４ ３９０，７２４ △３．５ ３７６，５２８ △３．６

調 達 計 ３７５，５２６ △３０．６ ４４３，２８４ １８．０ ４４２，４４５ △０．２ ５５０，９２２ ２４．５

資

金

運

用

状

況

資

金

需

要

固 定 資 産 投 資 ３２３，５０５ △３１．６ ３５０，４４１ ８．３ ３４４，９３９ △１．６ ３４６，１３３ ０．３

設 備 投 資 ２７５，０２４ △３８．３ ３３１，３６６ ２０．５ ３３０，８０２ △０．２ ３３３，１６５ ０．７

（２７９，０９６） （△３７．０） （３３１，２５９） （１８．７） （３３２，６３３） ０．４ （３３２，６９０） （０．０）

土 地 ４７，０５８ １０３．５ ２４，１６０ △４８．７ １６，４８０ △３１．８ １８，７８８ １４．０

無 形 固 定 資 産 １，４２３ △６７．２ △５，０８５ △４５７．５ △２，３４３ ＊ △５，８２１ ＊

運 転 資 金 ７６，２９９ △１４．８ △１００，０３７ △２３１．１ △７，４００ ＊ ８８，２０９ ＊

在 庫 投 資 △４６，１０８ △１７８．６ △１１１，８７１ ＊ ６，１８４ ＊ ３８，８０６ ５２７．５

企 業 間 信 用 差 額 － － － － － － １９，１５２ ＊

そ の 他 １２２，４０７ １，２１３．５ １１，８３４ △９０．３ △１３，５８４ △２１４．８ ３０，２５１ ＊

資 金 需 要 計 ３９９，８０４ △２９．０ ２５０，４０４ △３７．４ ３３７，５３９ ３４．８ ４３４，３４２ ２８．７

資
金
運
用

現 金 ・ 預 金 △４，８６４ ＊ ２４，１７９ ＊ ５７，０４８ １３５．９ ２，６３６ △９５．４

有 価 証 券 △１１０，４５１ ＊ １３６，９８１ ＊ ４１，６６９ △６９．６ ６１，５６８ ４７．８

流動（一時保有） △２，３８５ △１０５．８ １３，１１３ ＊ △３，２０６ △１２４．４ １８６ ＊

固 定 （ 投 資 ） △１０８，０６６ ＊ １２３，８６８ ＊ ４４，８７５ △６３．８ ６１，３８２ ３６．８

そ の 他 の 投 資 ９１，０３７ １１５．６ ３１，７２０ △６５．２ ６，１８９ △８０．５ ５２，３７７ ７４６．４

資 金 運 用 計 △２４，２７７ ＊ １９２，８８０ ＊ １０４，９０６ △４５．６ １１６，５８１ １１．１

（注）１． 増資は資本金，資本準備金及び新株予約権の調査対象年度中の増減額である。
２． 短期借入金は受取手形割引残高を含む。
３． 内部留保は利益留保，引当金，特別法上の準備金，その他の負債（未払金等）の調査対象年度中の増減額の合計である。利益留保はその
他資本剰余金，利益剰余金，その他（土地の再評価差額金，金融商品に係る時価評価差額金等），自己株式の調査対象年度中の増減額。

４． 設備投資は有形固定資産（土地を除く）増減額とソフトウェア増減額，減価償却費の合計である。なお，（ ）書きは，ソフトウェア増
減額を除いたものである。無形固定資産には，ソフトウェアが含まれていない。

５． 企業間信用差額（与信超）＝（受取手形＋売掛金＋受取手形割引残高）－（支払手形＋買掛金）。ただし，値が負の場合（受信超）は内
部留保に含む。

６． 運転資金の「その他」＝その他の流動資産（短期貸付金等）＋繰延資産
７． その他の投資は長期貸付金，投資不動産等をいう。
８． 平成21年度年次別調査から，日本郵政㈱，郵便事業㈱，郵便局㈱を含んだ計数となっている。
９． ＊印は前年度の数値が負数のため算出できないものである。
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平成19 20 21 22 23（年度）

110

100

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0

△10

△20

△30

△40

△12.6△12.6

△19.0△19.0

内部調達

長期借入金
短期借入金

増資

社債

（兆円）

106.2106.2

12.612.6
0.10.1
0.10.1

△10.8△10.8

66.466.4

23.923.9

18.918.9

1.61.6

△23.6△23.6

△8.2△8.2

114.8114.8

13.613.6

3.43.4

△17.8△17.8
△8.1△8.1
△16.3△16.3

140.6140.6

1.61.6

△12.3△12.3
△5.1△5.1

111.7111.7

5.45.4
0.30.3

（単位：％）

平成19 20 21 22 23（年度）

90
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70

60

50

40

30

20

10

0

△10

△20

固定資産投資

運転資金
有価証券

その他の投資
現金・預金

（単位：％）

（兆円）

87.587.5

7.87.8

16.616.6

△10.1△10.1

△1.8△1.8

86.286.2

20.320.3

24.224.2

△29.4△29.4

△1.3△1.3

79.079.0

30.930.9
7.27.2

5.55.5
△22.6△22.6

78.078.0

9.49.4
1.41.4

12.912.9
△1.7△1.7

62.862.8

0.50.59.59.5

16.016.0
11.211.2

13.613.613.6

11.911.9

14.314.3

11.711.711.7

13.013.013.0

11.011.011.0
10.710.710.7
10.310.310.3

11.311.311.3
10.710.710.7
10.210.210.2
10.010.010.0

11.411.4
11.311.3
10.610.6
10.310.3

11.811.8

11.711.7
10.410.4
9.99.9

12.612.612.6

11.411.411.4
11.311.311.3

10.810.810.8

13.613.6

11.911.9

14.314.3

11.711.7

13.013.0

11.011.0
10.710.7
10.310.3
10.210.2

11.311.3
10.710.7
10.210.2
10.010.0

11.411.4
11.311.3
10.610.6
10.310.3

11.811.8

11.711.7
10.410.4
9.99.9

12.612.6

11.411.4
11.311.3
10.810.8

12.912.9

11.311.3

10.210.2
9.89.8
9.79.7

20.420.4

11.511.5
11.111.1
10.710.7
10.310.3

17.317.3

14.414.4

14.114.1
12.912.9

12.412.4

13.513.5

13.313.3
13.213.2
12.812.8

13.613.6
13.413.4
13.313.3
13.013.0

19.319.3 19.319.3

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23（年度）

22

20

18

16

14

12

10

8

6

サービス業

全産業
非製造業

製造業
電気機械

（％）

15.5

年度
区分

２００８
（平成２０）

２００９
（平成２１）

２０１０
（平成２２）

２０１１
（平成２３）

全産業（金融業、保険業除く）１５，１１７，５５８ １３，６８０，１９６ １３，８５７，４２６ １３，８１０，４６９
非製造業（金融業、保険業除く）１０，６６７，０３２ ９，８６８，０４１ ９，８２４，２９０ ９，７８９，５５２

年度
区分

２００８
（平成２０）

２００９
（平成２１）

２０１０
（平成２２）

２０１１
（平成２３）

全産業（金融業、保険業含む） ３２７，３１２ ３８０，３６５ ５０７，７４５ ５４０，２６８
全産業（金融業、保険業除く） ３５７，１５２ ３２１，１８８ ４３７，２７５ ４５２，７４８
非製造業（金融業、保険業除く） ２５５，３０８ ２３０，０８６ ２７９，１９２ ３０４，２３９

金融業、保険業 △２９，８４０ ５９，１７８ ７０，４６９ ８７，５２１

年度
区分

２００８
（平成２０）

２００９
（平成２１）

２０１０
（平成２２）

２０１１
（平成２３）

全産業（金融業、保険業含む） ２８６，５８０ ３５１，８０６ ３４６，５２３ ３４７，８１５
（２８８，３０１）（３５０，３２２）（３４８，１８６）（３４７，２２５）

全産業（金融業、保険業除く） ２７５，５７５ ３３１，３６６ ３３０，８０２ ３３３，１６５
（２７９，５８６）（３３１，２５９）（３３２，６３３）（３３２，６９０）

非製造業（金融業、保険業除く） １１５，５２６ ２２３，７６３ ２１８，１３４ ２２０，６００
（１１９，８０２）（２２２，３３２）（２１９，９１３）（２１９，８４４）

金融業、保険業 １１，００５ ２０，４３９ １５，７２１ １４，６５０
（８，７１５） （１９，０６３） （１５，５５４） （１４，５３５）

第６図の１ 資金調達の推移（全産業：構成比） 第７図 手元流動性の推移（業種別）

（注） 手元流動性＝（現金・預金＋有価証券）（期首・期末平均）
売上高

×１００

第８表 郵政５社を含む売上高・経常利益・設備投資
（単位：億円）【売上高】第６図の２ 資金運用状況の推移（全産業：構成比）

【経常利益】 （単位：億円）

【設備投資】 （単位：億円）

（注）１． 設備投資＝調査対象年度中の有形固定資産（土地を除く）増
減額＋ソフトフェア増減額＋減価償却費＋特別減価償却費

２．（ ）は，ソフトフェア増減額を除いたものである。
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